
 

 

 

 

 

第２編 都市の復興 

第１章 都市の復興 

本章は、都市計画、市街地整備等に係わる都市の復興

の進め方を、東京都震災復興マニュアルとの整合を踏ま

え、大きく節に区分し整理している。時期は、被害状況

等で変わるため目安にすぎない。 

 全段階を通じて、被災者を始めとする多くの関係者等

に広報・相談を行い、一方で被災者等の意向を把握し、

都や国と連携しながら展開していくことが重要になる。 
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第１章 第１節 

被害概況の把握 
 災対都市整備部は、被災直後から被害概況調査に着手する。  

 被害概況調査は取りまとめて東京都に報告するほか、第１次建築制限区域案の作成等

に役立てる。 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

東部地域まちづくり課 東部地域まちづくり課 

 

家屋被害概況調査は、発災後すぐに区内のおおまかな被害状況を把握するため

に行う調査である。被災から1週間以内に、区職員により被災地区内の現地踏査

を行い、家屋被害の概況を把握する。調査結果は第１次建築制限区域の指定や復

興計画検討等の基礎資料となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 都市復興体制の構築 １章 １ 家屋被害概況の把握 

第１章 都市の復興  第１節 被害状況の把握 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

６時間以内 
災対本部からの被害情報などを整理する 

発災から 

12 時間以内 
現地調査を行う地域を選定し、調査班を編成する 

１週間以内 被害調査を行い、集計調査票に取りまとめる 

１週間以内 家屋被害台帳を作成し、東京都に報告する 

○ 基礎情報として世帯数や人口、面積、建物棟数などを把握

しておく（被害概況調査要領参照）。 

○ 家屋被害台帳（Excel ファイル）への入力および東京都ＤＩ

Ｓ端末の習熟、訓練を行う。 

 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 家屋被害状況調査（第 2 編第 1 章第 2 節３）との違いにつ

いて理解しておく。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

調査地域の選定 
【災対都市整備部（復興班）】 

現地調査 
【災対都市整備部（復興班）】 

 

東京都へ報告 
【災対都市整備部（復興班）】 

被害情報の収集 
【災対都市整備部（復興班）】 

 

① 被害の拡大が収まるまでは、被害情報の収

集・整理を行う。 

① 調査チームの編成： 

１チームは２名で編成する。１班あたり概

ね１～２町丁目を基本に調査地域を割り当

てる。 

② 移動方法：徒歩または自転車を使用する。 

③ 調査内容： 

資料編 家屋被害概況調査要領参照 

① 現地では、住宅地図を用いて、街区ごとに

被害割合を記入する。 

② 調査結果を集計調査票に取りまとめる。 

① 集計調査票の結果を基に、家屋被害台帳を

作成する。 

② 東京都ＤＩＳ端末を使用し、東京都市街地

整備部企画課宛てに送信する。 

６時間以内 

１週間以内 

・家屋被害台帳（電子データ） □ 

・練馬区管内図（A１版） □ 

・白地図（1/10,000） □ 

・住宅地図（２冊） □ 

・筆記用具一式 □ 

・装備品等 

（腕章、自転車、カメラ等） □ 

この項で必要な物品 ☆ この項に関連する資料ページ 

・ （再掲）資料第 012- 4 民間住家に対する被害

調査の種類 

・ 資料第 021- 1 家屋被害概況調査要領 

資 17・53～54 ページ 

 

12 時間以内 
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第１章 第２節 

都市復興方針の策定と展開 

区は、被災後速やかに都市復興の方向性を示すため、２週間以内に都市復興基本方針

を策定し、公表する。 

 同時期に、第１次建築制限の実施、被害状況調査の着手、時限的市街地の設定などを

並行して行う。 

また、基本方針と被害状況を踏まえて復興地区区分を公表し、重点復興地区とする地

区については地域復興組織（復興まちづくり協議会）の形成を働きかける。 

なお、都市復興基本方針については、被災状況によっては第１次、第２次と段階的に

策定、更新する方法も想定する。この場合でも、第１次建築制限の実施に必要な事項は

第１次都市復興基本方針に記載しておくことが求められる。 

家屋被害概況調査 

１．都市復興基本方針の策定 

（1）都市復興基本方針の策定 

（2）都との調整 

（3）公表 

２．第１次建築制限の実施 

（1）建築制限区域の検討 

（2）制限区域案の決定 

（3）指定および告示（都） 

（4）建築制限の実施 

３．家屋被害状況調査の実施 

（1）調査の企画・人員の確保 

（2）調査員の受入れ 

（3）現地調査の実施 

（4）調査の整理・図化 

（5）代替調査の実施 

（6）都への報告 

都との調整 

５．復興地区区分の設定と公表 

（1）復興対策図３の作成 

（2）復興地区区分の設定 

（3）復興地区区分の報告／公開 

（4）復興地区区分の見直し 

４．時限的市街地の設定 

（1）必要量の把握 

（2）時限的市街地づくりの方針案の決定 

（3）用地の確保 

（4）時限的市街地配置計画の策定 

（5）時限的市街地の建設 

第 2 編第 1 章第３節－３ 

復興まちづくり計画の策定 

第 2 編第２章 

地域協働復興 

第 2 編第３章 住宅の復興 第 3 編第１章 くらしの復興 

（被災度区分判定とり災証明の 

発行等） 

※ 都市復興基本方針 

（第２次）の策定 

（1）～（３）は同上 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課 

 

区は、被災後速やかに都市復興の方向性を示すため、２週間以内に都市復興基

本方針を策定し、公表する。 

ただし、被災状況によっては第１次、第２次と段階的に都市復興基本方針を策

定、更新する方法も想定する。この場合でも、第１次建築制限の実施に必要な事

項は第１次都市復興基本方針に記載しておくことが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 １ 都市復興基本方針の策定 

第１章 都市の復興  第２節 都市復興方針の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１週間以内 
都市復興基本方針案を作成する 

２週間以内 東京都などと協議、調整を行う 

２週間以内 都市復興基本方針を決定し、公表する 

○ 都市復興の基本方針は、震災復興基本方針の一部を構成す

る。また、第１次建築制限の実施の前提条件の１つとなる。 

○ 都市復興基本方針の策定・公表については、東京都とも協議

する。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市計画マスタープラン等 □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・  □ 

この項で必要な物品 

発災 

協議、調整 

【都市計画課】 

決定、公表 

【都市計画課】 

都市復興基本方針案の

作成 

【都市計画課】 

① 被災状況のほか、グランドデザイン構想、

みどりの風吹くまちビジョン、都市計画

マスタープランなどを踏まえ、都市復興

基本方針（素案）の内容を修正する。 

② 部内調整を行い、都市復興基本方針案と

する。 

① 庁内関係各課の意見調整を図る。 

② 東京都と協議し、調整する。 

① 震災復興本部会議にて、震災復興基本方針

の一部として、都市復興基本方針を決定

し、第１次建築制限の指定前に公表する。 

１週間以内 

２週間以内 

２週間以内 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021- ２ 都市復興基本方針の策定 

・ 資料第 021- ３ 東京都の都市復興基本方針（案） 

・ 資料第 021- ４ 都市復興基本方針の策定段階

別の内容（案） 

・ 資料第 021- ５ 市街地の復興に関する標準的

な復興シナリオ 

 資 55～60 ページ 

都市復興基本方針案 

（第２次）の作成、 

 協議、調整、 

決定、公表 

【都市計画課】 

① 詳細な被災状況の判明など、必要に応じて

第２次基本方針として内容の更新を図る。 

② 都市復興基本計画（骨子案）の策定（２か

月以内）までに第２次基本方針を決定する

ことが望ましい。 

概ね２か月以内 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課・建築審査課 

 

被害概況調査をもとに、被害の大きい地区を対象に建築基準法第84条に基づ

く第１次建築制限区域案を作成する。指定は東京都が行うが、区が原案を作成す

る。制限期間は、被災後１か月間（期間延長により最長２か月まで）である。 

原則として、復興地区区分の設定において重点復興地区となる区域に適用し、

官民で協働して復興まちづくりを展開するべき地区であることを付記して公表

する。 

住民の理解と協力が得られるよう、相談・支援・適切な情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ２ 第１次建築制限の実施 

第１章 都市の復興  第２節 都市復興方針の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１週間以内 
第１次建築制限区域案を作成する 

２週間以内 第１次建築制限の指定および告示を行う 

１か月以内 

（最長２か月） 
建築制限を実施する 

 事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 第１次建築制限は、東京都知事が区域指定と制限内容を告示

するので、区域案作成等は東京都と事前協議を行う。 

○ 東京都知事は、仮設建築物の制限の緩和（建築基準法第 85

条１項）の告示も行うので、あわせて協議する。 

○ 第１次制限は、復興まちづくりに取り組む意思表明でもある

ので、事業関連の部局と協議を行う。 

○ 建築制限の広報に当たって、制限内容を正確に伝える（全面

禁止と受け取られない）よう配慮する。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

発災 

区域案の決定 
【都市計画課、関係各課】 

指定・告示広報 
【都市計画課、関係各課】 

建築制限の実施 
【建築審査課、関係各課】 

建築制限区域案の作成 

【都市計画課、関係各課】 

① 被害概況調査・第１次建築制限の考え方を

踏まえて、建築制限区域の検討を行う。 

② 復興まちづくりに取り組む区域でもあるの

で、関連事業部課と協議を行う。 

※ 建築制限の考え方・内容については、資料編

を参照 

① 都との協議を経て、区域案を震災震災復興

本部で決定し、都に提出する。 

① 指定および告示は東京都が行うが、区も住

民の理解が得られるよう、広報に努める。 

① 建築確認申請の判断、運用を行う。 

② 相談や情報提供の窓口を開設する。避難拠

点等での広報、相談受付等についても検討

する。 

１週間以内 

１か月以内 

（最長 2 か月） 

２週間以内 

２週間以内 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021- ６ 第１次建築制限の考え方 

・ 資料第021- ７ 建築基準法第85条第1項に基

づく仮設建築物に対する制限の緩和の実施 

 資 61～62 ページ 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課 

 

家屋被害状況調査は、被災から１か月程度の間に、家屋被害の状況をより詳し

く把握するために実施する調査である。行政職員を主体として被災地区内の全建

物を調査し、全壊・大規模半壊・半壊・全焼・半焼など被害状況を調査する。 

公的に住家の被害を認定するとともに、被災者へのり災証明書の根拠となる調

査であり、都市復興の基礎データになる。調査が大幅に遅れると予想され、調査

結果が復興地区区分の資料として不十分な場合には、代替調査を実施する。 

なお、住家に関する調査については、り災証明書発行のための調査（住家被害

認定調査）と兼ねる場合もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 都市の復興  第２節 都市復興方針の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１週間以内 
人員の確保等調査の準備を整える 

１か月以内 現地調査を行い、図化・台帳作成を行う 

１か月以内 調査票を集計し、東京都に報告する 

○ 調査方法は、関連する研修の受講等により習熟しておく。 

○ り災証明書発行マニュアルを作成しておく。 

○ 調査に当たり、個人情報の取扱いについて、東京都と調整

しておくこと。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 作業が大幅に遅れ、復興計画策定作業に影響を生じると見

込まれるときは、応急危険度判定の調査票をもとに被災市

街地の建物の被害状況を分析し、実働調査に代える。 

○ 調査チームの編成に当たっては、建築知識を有する者との

編成を考慮する。 

 

１章 ３ 家屋被害状況調査 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査地域図 □ 

・調査票（木造用、非木造用） □ 

・住家被害認定用パターンチャート □ 

・調査済証 □ 

・調査員証、腕章、ベスト □ 

・筆記具 □ 

・カバン（画板付き） □ 

この項で必要な物品 

発災 

現地調査の実施 
【都市計画課、他課、外部応援】 

調査結果の図化 
【都市計画課】 

東京都へ報告 
【都市計画課】 

被害概況の把握 
（第 2 編第１章第１節を参照） 

① 発災から 1 か月以内に 1 次調査を終了するこ

とを基本に調査計画を構築する。 

② １班２名体制とし、１名は区職員を配置する。 

③ 人員不足の場合は庁内および東京都に応援を

要請する。 

① 調査票と調査地域図等を調査班に渡し、現地

に派遣する。 

② 調査班は、調査対象建物について全半壊等を

判定し調査票に記入する。また、建物全景、

被害箇所をデジカメ等で撮影する。 

③ 調査票のフローチャートに沿って被害状況

を調査し、判定結果を記入する。 

① 街区別被害度分布図（1/2500）、地区別 

被害状況図（1/10000）を作成する。 

① 家屋被害台帳（電子データ）に町丁目単位の

被害状況を入力し、東京都ＤＩＳ端末により

東京都都市整備局に送信する。 

３日以内 

１か月以内 

調査の準備 
【都市計画課、他課応援】 

１週間以内 

調査結果の整理 

【都市計画課、他課、外部応援】 

① 調査票を被災者生活再建支援システムに取り

込む。 

② 各調査班が撮影した画像データを同システム

の専用フォルダに格納する。 

１
週
間
～
１
か
月
以
内 

☆ この項に関連する資料ページ 
・ 資料第 021- ８ 家屋被害状況調査要領 

・ 資料第 021- ９ 家屋被害状況調査票（東京都様式） 

・ 資料第 021-10 家屋損壊判定基準例 

・ 資料第 021-11 用語解説 

・ 資料第 021-12 家屋判定基準例に基づく参考事例 

・ 資料第 021-13 災害に係る住家の被害認定基

準運用指針（内閣府） 

・ 資料第 021-14 代替調査 

資 63～79 ページ 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課課 都市計画課 

 

まちの復興を円滑に進めるため、被災者の生活の場となる時限的（仮設）市街

地を形成し、応急的な生活の場を提供する。 

 時限的市街地には様々の種類がある。被災状況や都市復興基本方針に基づいて

適切に時限的市街地の形成を行うよう計画し、建設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ４ 時限的市街地 

第１章 都市の復興  第２節 都市復興方針の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１か月以内 
時限的市街地づくりの方針案の決定 

１か月後 用地の確保と時限的市街地の計画作成 

２か月～２年 時限的市街地の建設と入居 

○ 災害救助法に基づく応急仮設住宅（東京都が建設）、復興事

業に伴う事業用仮設建物（事業主体が建設）以外の仮設建築

物について、手法など検討しておくことが重要になる。 

○ 民有地の時限的市街地利用に伴う協定、費用負担等につい

て事前に検討しておくことが重要である。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 公園などの公共用地のほか、企業保有地・農地等民間オープ

ンスペースの活用も必要になる（第１編第 2 章第 6 節「用地

確保と利用調整」参照）。 

○ 応急仮設の建設量を抑制するため、修理が可能な建築物の利

用、公的住宅や民間賃貸住宅の活用などにも取り組む 

（第 2 編第 3 章第 2 節「応急的な住宅の確保」参照）。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

発災 

時限的市街地の 

方針案の決定 

【都市計画課、住宅課、関係各課】 

用地の確保 

【経理用地課、防災計画課、 

関係各課】 

時限的市街地 

配置計画の策定 

【住宅課】 

① 様々なタイプの時限的市街地について、配

置計画等に関する方針を示す。 

・大規模仮設住宅団地タイプ 

・大被害地区（地域協働型・行政主導型） 

・仮設店舗・事業所、仮設商店街 

・復興事業用仮設建物  

① 震災復興本部において用地利用調整会議

（第 1 編第 2 章第 6 節）を開催し、用地を

確保する。 

② 大被害地区では、地域と協働で地区内に用

地を確保するよう努める。 

① 時限的市街地の配置計画には下記の事項を

定める。 

・建設タイプ／戸数／建設場所／スケジュー

ル／入居方式／運営主体 

１か月以内 

時限的市街地の整備 

【住宅課、関係各課】 

２か月以内 

① 応急仮設住宅は東京都が建設するが、区は

必要に応じて工事監理等の協力を行う。 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-15 時限的市街地の設置および運

営方針 

・ 資料第 021-16 時限的市街地のイメージ 

・ 資料第 021-17 時限的市街地における都・区の

役割 

 資 80～85 ページ 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課 

 

被災市街地の被害の程度や都市基盤整備状況を考慮し、都市復興を計画的に進

めるため、復興対象地区を設定し、公表する。 

復興対策基本図１・２・３を重ね合わせて、以下の復興地区区分を設定する。 

・重点復興地区（抜本的な改造を要する地区） 

・復興促進地区（部分的な改造を要する地区） 

・復興誘導地区（基本的に自力再建をする地区） 

・一般地区  （被害が少ないか無被害の地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ５ 復興対象地区区分 

第１章 都市の復興  第２節 都市復興方針の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１か月以内 
復興対策基本図を作成する 

１か月以内 復興地区区分を設定する 

１か月 復興地区区分の決定と告示を行う 

 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 重点復興地区の設定に当たっては、第１次建築制限区域と

の整合性に留意する。 

○ 復興地区区分の設定は、家屋被害状況調査の結果を踏まえ

て行うことになっているが、実際はほぼ同時並行となるの

で、効率的に作業を進める。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・復興対策基本図１ □ 

・復興対策基本図２ □ 

・家屋被害状況（概況）調査の結果 □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

発災 

復興地区区分の設定 

【都市計画課、まちづくり各課、

関係各課】 

復興地区区分の決定と告示 

【都市計画課】 

地区区分の見直し 

【都市計画課】 

復興対策基本図３の作成 

【都市計画課】 

① 家屋被害概況調査や家屋被害状況調査を

もとに地区別の被害状況（大被害・中被

害・小被害・無被害）を地図に落とす。 

① 復興地区区分の設定の考え方（資料編参

照）を踏まえ、重点復興地区、復興促進地

区、復興誘導地区、一般地区に区分する。 

② 設定した復興地区区分を都に報告する。 

 

① 震災復興本部会議で審議し、決定する。 

② 区震災復興推進条例に基づいて告示する。 

① 一定期間後に地域の合意形成状況をふま

えて見直す。例えば、被災市街地復興特別

措置法指定時、都市復興基本計画策定時な

どを想定する。 

１か月以内 

２か月以降 

家屋被害概況調査・ 

家屋被害状況調査 

１か月 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-18 復興地区区分の設定の考え方 

 資 86～97 ページ 
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113 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 第３節 

都市復興基本計画の策定と展開 
本節はおおむね震災後２か月前後から半年の復興計画策定段階を扱う。 

 被災後に公表した都市復興の基本方針をもとに、「都市復興基本計画の骨子案」を作成

し公表・周知する。 

 また、骨子案を踏まえ復興まちづくりを行う重点地区等では、第１次建築制限が最長

２か月間で期限を迎えるので、必要がある場合は「第２次建築制限」に移行する手続を

行う。 

 並行して、地域協働復興の手順を踏むなどして、地区レベルの復興まちづくり計画を

策定する。 

 これらを踏まえて都市復興基本計画を策定する。 

都市復興基本方針の策定 第１次建築制限 

復興地区区分 

１．都市復興基本計画骨子案策定 

（1）骨子案の検討 

（2）骨子案の決定 

（3）骨子案の公表と周知 

東京都・隣接区市 

２．第２次建築制限 

（1）被災市街地復興推進地域案の作成と都市計画決定、告示 

（2）第２次建築制限の実施 

（3）広報、周知、相談体制 

３．復興まちづくり計画の策定 

（1）復興まちづくり方針案の作成 

（2）復興まちづくり計画原案の作成 

（3）復興都市計画等の決定 

（4）復興まちづくり計画の広報／周知 

４．都市復興基本計画の策定 

（1）都市復興基本計画案の作成 

（2）都市復興基本計画案の決定 

（3）都市復興基本計画案の公表／周知 

第 2 編第 2 章第 6 節 

復興まちづくり計画の策定 

第 1 編第 2 章第 4 節 

震災復興基本計画の策定 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課 

 

被災後２か月以内を目途に、都市復興基本計画（骨子案）を策定し公表する。

これは、都市復興基本方針を踏まえて、地域ごとの復興都市づくりの骨格・基本

フレームを示すものである。 

都市復興基本計画（骨子案）をベースに、第２次建築制限や地区レベルの復興

まちづくりを展開していくことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 １ 都市復興基本計画（骨子案）の策定 

第１章 都市の復興  第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

1 か月前後 
都市復興基本計画（骨子案）の原案を作成 

２か月以内 都市復興基本計画（骨子案）を定める 

２か月 都市復興基本計画（骨子案）を公表・周知する 

 

○ 区としての骨子案の策定に当たって、都市計画審議会やそれ

にかわる審議の場（復興委員会等）の確保を検討しておく。 

○ 骨子案について、区民意見を求め、都市復興基本計画に反映

させる手順を検討する。 

○ 骨子案の策定については、東京都とも協議する。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

都市復興基本計画（骨子案）に盛り込むべき計画項目について

検討しておく。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市計画マスタープラン等 □ 

・復興対策基本図 1・2・3 □ 

・復興地区区分図 □ 

・都市復興基本方針 □ 

・ □ 

・  □ 

この項で必要な物品 

発災 

骨子案の策定 

【都市計画課】 

公表・周知 

【都市計画課】 

骨子案の原案を作成 

【都市計画課】 

① 原案の作成 

被害状況、基本方針、復興地区区分、都 

骨子案、都市計画マスタープラン等既存 

計画を踏まえ、都市計画復興基本計画（骨

子案）の構成案を参考に、骨子案の原案

を作成する。 

① 庁内関係課と調整する。 

② 東京都と協議し、調整する。 

③ 震災復興本部会議において、都市復興基本

計画（骨子案）を決定する。 

① 策定後、速やかに公表し周知する（復興ニ

ュース、ホームページ等）。 

1 か月前後 

２か月 

都市復興基本方針の策定 

 

２週間以内 

２か月以内 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-19 区市町村の都市復興基本計画骨子案について 

・ 資料第 021-20 区市町村都市復興基本計画（骨子案）策定指針 

・ 資料第 021-21 区市町村都市復興基本計画（骨子案）の構成案 

・ 資料第 021-22 都市復興基本計画（骨子案）の

被災地域別計画図作成イメージ 

 資 98～102 ページ 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課・建築審査課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ２ 第２次建築制限の実施 

第１章 都市の復興  第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

区は、被災市街地復興特別措置法第５条に基づき被災市街地復興推進地域を

指定し（区決定）、同法第７条に基づき地域内の建築行為等を制限する。これ

は、第１次建築制限期間内に復興都市計画の決定に至らない場合に指定する。 

被災市街地復興推進地域は、重点復興地区を基本に、事業等の導入が必要な

地域を指定する。地域指定ができる期間は、発災の日から２年以内である。 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

2 か月以内 
被災市街地復興推進地域案を作成する 

2 か月以内 推進地域の都市計画決定・告示を行う 

最大２年まで 第２次建築制限を実施する 

 
事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 第２次建築制限の制限内容についても、東京都と調整する

こと。 

○ 第２次建築制限は、復興まちづくりに引き続き取り組むた

めのものであるため、事業関連の部局と協議を行う。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この項で必要な物品 

発災 

都市計画決定・告示 

【都市計画課】 

建築制限の実施 
【建築審査課、都市計画課】 

被災市街地復興推進 

地域案の作成 

【都市計画課】 

① 指定要件に即して、重点復興地区を基本に、

街区・町丁目を単位に区域案を作成する。

被災前の地域の状況などから復興促進地区

を組み込むことがある。 

② 作成した区域案を踏まえ、必要な都市計画

図書等を作成する。 

③ 東京都と必要な調整を行う。 

④ 震災復興本部会議に被災市街地復興推進地

域案を報告する。 

① 知事の同意を得て被災市街地復興推進地域

を都市計画として決定し、告示する。 

① 建築確認の運用（許可、指導等）を行う。 

② 復興相談を継続する。また復興まちづくり事

務所を設置し、現地相談を行う。 

③ 災害対策広報、パンフレット、ホームページ

など広報・周知に努める。 

２か月～最長２年 

２か月以内 

１～２か月以内 

・第１次建築制限区域 □ 

・復興地区区分図 □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・  □ 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-23 第２次建築制限の考え方 

・ 資料第 021-24 第 2 次建築制限の実施におけ

る区と都の役割 

資 103～105 ページ 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課・まちづくり各課 まちづくり各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ３ 復興まちづくり計画の策定 

第１章 都市の復興  第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

都市復興基本計画（骨子案）を踏まえ、個別地区の復興施策の具体化を図る。 

概ね２か月を目処に、復興地区区分に即して地区ごとに復興まちづくり方針

を公表する。それを踏まえて地区ごとに復興まちづくり計画案を作成し、概ね

６か月を目途に都市計画手続等を行い、計画を決定する。 

計画案の作成には、地域協働復興による進め方（第２編第２章参照）および

行政が住民意見を踏まえて行う進め方の２通りがある。 

行政主導で行う地区では、意見反映を行って復興まちづくり計画案を策定、

広報を行う。合意形成状況を踏まえて、都市計画決定等の手続を行い、復興ま

ちづくり計画として確定する。 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

２か月以内 
区で復興まちづくり方針を作成し公表 

６か月以内 復興まちづくり計画原案作成と意見反映 

６か月以降 都市計画決定を経て復興まちづくり計画を確定 

○ 道路等の基盤が不足しており、市街地整備が必要な地区で

は、事業計画の確定に先立って公園・道路用地の先行買収

を行うことについて検討をしておく。 

○ 復興まちづくり計画の作成や合意形成に当たり、必要な場

合は専門家（コンサルタント等）を活用する。事前にその

選定方法等について定めておく。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 概ね６か月を目処に復興まちづくり計画を策定する。地域

協働により計画策定を進める地区において、概ね６か月の

段階で、復興市民組織が結成されないなど大幅に復興計画

作成が遅れる場合は、行政主導型の進め方に切り替えるこ

とも考慮する。 

○ 「復興都市計画案」は都市計画決定手続用の法定図書であ

る。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 



 

119 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

復興都市計画の決定 

【都市計画課、まちづくり各課】 

復興まちづくり方針案 
の作成 

【都市計画課、まちづくり各課】 

① 行政主導型の進め方 

都市復興基本計画（骨子案）を受け、地区

の復興の方針案を作成し、地域に広報周知

を行うとともに、説明会を開催する。 

  遠隔地の被災者にも伝わるよう配慮する。 

② 地域協働型の進め方⇒第２編第２章参照 

① 住民意見の反映等を行って復興都市計画案

を作成する。 

② 都市計画決定手続（公告縦覧、審議会付議

等）や都との調整等を行い、計画を確定す

る。 

③ 計画内容について、地域住民に周知を図る。 

２か月以内 

復興まちづくり計画 
原案の作成 

【都市計画課、まちづくり各課】 

３か月以内 

・復興まちづくり計画作成例（資料編参照）

 □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

  

この項で必要な物品 
☆ この項に関連する資料ページ 
・ 資料第 021-25 復興まちづくり計画の策定方法 

・ 資料第 021-26 復興まちづくり計画等策定指針 

・ 資料第 021-27 復興まちづくり計画原案の作成例 

・ 資料第 021-28 【参考】復興まちづくり計画原

案の例示のための地区区分 

・ 資料第 021-29 【参考】インフラ整備に関する

検討に当たって考慮すべき事項 

資料第 021-30 【参考】市街地整備に関する検

討に当たって考慮すべき事項  

資 106～115 ページ 

① 原案に対して寄せられた意見等を踏まえ各

方面と調整をして、復興都市計画の内容、

適用事業計画などを含む都市計画原案を作

成する。 

② 作成後速やかに広報周知する。公聴会や説

明会の実施等で住民意見の反映に努める。 

原案への意見の募集 
と反映 

【都市計画課、まちづくり各課】 

６か月以内 

６か月以降 

復興まちづくり計画の確定 
【都市計画課、まちづくり各課】 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

都市計画課 都市計画課 

 

被災後６か月以内を目処に、練馬区全体に関わる都市復興のマスタープランと

なる都市復興基本計画を取りまとめる。これは、骨子案やその後の進捗状況、地

区の復興まちづくり計画、区民の意見および地区住民等との協議の成果を反映さ

せて作成する。 

主要な項目としては、基幹的施設およびその他都市施設の整備内容、地区別の

適用事業と整備計画、スケジュール等を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ４ 都市復興基本計画の策定 

第１章 都市の復興  第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

２か月以降 
都市復興基本計画案の検討 

６か月以内 区民意見の反映 

６か月前後 都市復興基本計画の策定と公表 

○ 計画案の作成に当たっても、都市計画審議会などを活用し

た計画検討の場を設置することなど、進め方を検討してお

くこと。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

都市復興基本計画案の検討 

【都市計画課、まちづくり各課、 

関係部課】 

都市復興基本計画（骨子案）の作成 

 

① 骨子案を基本に復興まちづくりの状況を反

映させて、区全体に係わる都市復興基本計

画案を作成する。 

② 東京都や様々な事業主体と調整を図る。 

① 広報紙やホームページ、説明会などを活用

して、計画案の広報、周知を行い、区民意

見の反映を行う。 

① 区民意見の反映等を踏まえて、震災復興本

部会議に諮り、震災復興基本計画の一部と

して、都市復興基本計画を策定する。 

② 基本計画について、周知を行う。 

３か月以内 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

区民意見等の反映措置 

【都市計画課】 

都市復興基本計画の策定 

【都市計画課】 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-31 都市復興基本計画の策定 

  

資 116 ページ 

６か月以内 
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第１章 第４節 

復興事業の推進 
本節はおおむね震災後６か月前後からの復興事業を展開していく段階を扱う。 

 都市復興基本計画に基づいて、都市施設の整備、市街地整備事業など復興事業計画を

作成し、事業を展開する。 

 事業計画策定に当たっては、制度的手続や予算措置などが必要になり、また一方では

関係権利者への理解協力を求めることが必要になる。 

 事業の進捗に合わせて、各種施設のデザイン検討や復興地区・施設の運営などに、区

民が主体的に係わることが望ましい。このため、地域復興組織（復興まちづくり協議会）

や町会自治会などと連携して、区民のまちづくり活動を支援していく。 

復興まちづくり計画の策定 

都市復興基本計画の策定 

１．復興事業計画の策定 

（1）推進体制、発注形態の検討 

（2）復興事業計画案の作成 

（3）事業化に向けての合意形成 

（4）事業計画の策定と広報 

２．復興事業の実施 

（1）必要な財政措置をとる 

（2）現地調査、土地鑑定、用地買収等 

（3）設計、工事 

（4）住民・事業者の復興まちづくり支援 

 

東京都・国 

第 2 編第２章 

地域協働復興の展開 

（第５節 復興まちづくりへの支援） 

（第７節 復興まちづくり事業の展開） 

３．復興事業完了への取り組み 

（1）応急仮設住宅解消への取組 

（2）住民・事業者の復興まちづくり支援 

（3）住まい意向の継続的な把握・管理 

（4）復興経験のフィードバック 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

まちづくり各課 まちづくり各課 

 

復興まちづくり計画および都市復興基本計画等にもとづき、都市施設の整備、

面的整備事業（再開発、土地区画整理）や修復型の任意事業について、復興事業

計画を策定する。 

個別事業計画にあたっては、震災復興のための特例措置の活用を図るとともに、

財源の確保などについて関係機関と調整を図る。並行して関係権利者との合意形

成に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 １ 復興事業計画の策定 

第１章 都市の復興  第４節 復興事業の推進 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

6 か月前後 事業推進体制・多様な発注形態の検討 

6 か月以内 復興事業計画案の作成 

6 か月以降 事業化へ向けての合意形成 

6 か月以降 事業計画の策定と広報 

○ 復興に関する事業制度や特例措置について、十分に把握して

おくこと。 

○ 被災状況に応じて国が創設する復興補助メニューを踏まえ

て検討を行う。 

○ 復興事業は、基本的には都及び区市町村が事業者となるが、

事業の内容により公社、機構、組合や民間企業等も事業者に

なりうるので、必要に応じて調整を図る。 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 震災復興に活用できる事業制度について整理しておく。 

○ 円滑な事業実施のため、平時から、発注手続の期間短縮化

や作業の効率化による工期短縮等に寄与する発注方法、発

注に必要な様式書類、要項等の準備を進めておく。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・復興まちづくり計画 □ 

・都市復興基本計画 □ 

・適用する事業の要綱等 □ 

・ □ 

・ □ 

・  □ 

この項で必要な物品 

発災 

復興事業計画案の作成 

【まちづくり各課、関係各課】 

事業化へ向けての合意形成 

【まちづくり各課、関係各課】 

① 都市復興基本計画、復興まちづくり計画に

基づいて、事業計画を検討し、作成する。 

① 法定事業の場合は、都市計画決定等の法的

手続を行う。 

② 任意事業の場合でも予算措置や都市計画

審議会等への報告などを行う。 

③ 復興事業計画は、区民への広報とともに、

事業に係る関係権利者、住民へ周知する。 

６か月前後 

6 か月以内 

① 関係権利者を固定資産税台帳や登記簿等

で把握。 

② 説明会、個別訪問・相談、必要に応じて権

利者を交えた検討会等を重ねて、事業内容

の合意形成を図る。 

③ 町会、自治会、まちづくり協議会等を通じ

て、地域の意見把握に努める。 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ 資料第 021-32 復興事業の推進 

        資 117～123 ページ 

事業推進体制、多様 

な発注形態の検討 
【まちづくり各課、関係各課】 

６か月以降 

６か月以降 

復興事業計画の 

策定と広報 

【都市計画課、 

 まちづくり各課、関係各課】 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

まちづくり各課、都市計画課（みどり

のまちづくりセンター） 

都市計画課 

（みどりのまちづくりセンター） 

 

策定した復興事業計画にもとづき、各々の復興事業を推進する。 

復興まちづくりとともに、計画の柔軟な見直しも視野に入れ、できるだけ円滑

かつ確実に事業を進められるよう心がける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ２ 復興事業の実施 

第１章 都市の復興  第４節 復興事業の推進 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

6 か月前後 
必要な財政措置をとる 

6 か月前後 現地調査、土地鑑定、用地買収等 

6 か月以降 設計、工事 

6 か月以降 住民・事業者の復興まちづくり支援 

 

○ 環境まちづくり公社とみどりのまちづくりセンターの区民

への支援について、協定を締結しておくこと。 事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

〇 復興事業計画は、暫定的な図面情報を基にした誤差もあり

うる測量結果に基づく計画であることから、開発適地の検

討は見直しも想定するなど、柔軟に対応する。 

〇 事業への区民の正式申込みや宅地の場所決めを早い段階に

行うことにより、申込者は建築等の設計を早く始められ、

区はキャンセルや空き区画の発生リスクを軽減できる。 

★地域防災計画 

Ⅱ防災本編 

第 6章 区民生活の早期再建 

第11節 市街地復興計画 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

発災 

① 用地測量、地質調査、土地鑑定、用地交渉・

買収等 

① 街並みルールづくり、施設デザイン検討へ

の参加、住宅相談会など、復興まちづくり

協議会や住民団体が行う復興まちづくりに

向けた動きを支援する。 

６か月前後 

６か月以降 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ （再掲）資料第 021-32 復興事業の推進 

        資 117～123 ページ 

① 復興事業に係わる財政措置、関係機関協議

など必要な諸手続をとる。 

財政措置・事業手続 
【まちづくり各課・財政課】 

６か月以降 

現地調査、土地 

鑑定、用地買収等 
【都市計画課、まちづくり各課】 

 

設計、工事 
【都市計画課、まちづくり各課】 

① 基本/実施設計、関係機関協議 

② 工事発注・契約、申請手続等 

③ 地権者、申込者等と協議しつつ復興事業を

進める。宅地引渡し後に、早期に建築工事

を進められるよう予め配慮する。 

住まいの意向の 

継続的な把握・管理 
【住宅課】 

（みどりのまちづくりセンター） ① 未再建者への意向確認、情報提供。 

住民・事業者の 

復興まちづくり支援 
【まちづくり各課】 

（みどりのまちづくりセンター） 

６か月前後 

６か月以降 
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実施責任担当課 マニュアル更新担当課 

まちづくり各課、都市計画課（みどり

のまちづくりセンター）、住宅課 

都市計画課 

（みどりのまちづくりセンター） 

 

復興まちづくりにおける事業完了段階として、応急仮設住宅の管理・集約・解

消への取り組み、事業完了後を見据えた事業所・住まいの再建支援、さらには復

興経験のフィードバック等を進める。並行して、区民からの自発的なまちづくり

活動を育成する。特に、コミュニティ再生や高齢者の分野など、事業区域周辺の

地域住民も含めて参加するソフトなまちづくりについても促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１章 ３ 復興事業完了への取組 

第１章 都市の復興  第４節 復興事業の推進 

一目で分かる! プロセスの概略 

発災から 

１年前後 
応急仮設住宅解消への取組 

前項から継続 住民・事業者の復興まちづくり支援 

前項から継続 住まいの意向の継続的な把握・管理 

１年程度以降 復興経験のフィードバック 

 

事 前 

準 備 

 

留 意 

事 項 

 

○ 事業完了に向けては被災者の実情を踏まえ、申込のキャン

セル対応、空き区画等への追加募集の実施が必要となる。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは実施済みの項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

・ □ 

この項で必要な物品 

発災 

１年前後（事業完了前,

進捗状況により変わる） 

☆ この項に関連する資料ページ 

・ （再掲）資料第 021-32 復興事業の推進 

        資 117～123 ページ 

復興経験の 

フィードバック 
【都市計画課、まちづくり各課】 

（みどりのまちづくりセンター） 

① 未再建者への意向確認、情報提供 

② キャンセルへの対応、空き区画への追

加募集 

① 災害への備えのみならず、被災宅地跡

地・低未利用地の利活用など、復興以

降の平時のまちづくりでも将来には課

題となるので経験を反映する。 

② 中長期的な視点も踏まえ、人口減少・

高齢化に対応したまちづくり等、経験

を活かす。 

① 宅地引渡し後に、早期に建築工事を進

められるよう、予め配慮する。 

② 宅地、住宅等の契約、引渡し。 住民・事業者の 
復興まちづくり支援 

【まちづくり各課】 
（みどりのまちづくりセンター） 

 

① 事業進捗に応じ仮設住宅の解消・集約

時期を決め、早めに事前周知 
応急仮設住宅 

解消への取組 
【住宅課】 

住まいの意向の 

継続的な把握・管理 
【住宅課】 

（みどりのまちづくりセンター） 

前項から継続 

前項から継続 

１年程度以降 




